～令和７年度やまぐち産業イノベーション促進補助金補足資料～
（山口県内中小企業に係る補助要件確認用）

	事業の名称
	

	代表申請者
	



※　上記事業の研究開発グループに参画する山口県内の中小企業が記入すること。
企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■　中小企業に係る確認項目
主たる事業として営んでいる業種（頁下部中小企業の範囲参照）　　　　　　　　　　　
資本金　　　　　　　　円
従業員数　　　　　　　　　 人

■　みなし大企業に係る確認項目
	
	項　目
	該当の有無

	１
	当法人は、発行済株式の総額又は出資金額の２分の１以上が同一の大企業の所有に属している法人である。
	該当する
該当しない

	２
	当法人は、発行済株式の総額又は出資金額の３分の２以上が複数の大企業の所有に属している法人である。
	該当する
該当しない

	３
	当法人は、大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている法人である。
	該当する
該当しない



（参考）　中小企業の範囲
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  「中小企業」とは、中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条に規定する中 小企業者 ※ １ または法人格を有する中小企業者の団体をさします。     ただし、みなし大企業 ※ ２ については除きます。   ※ １   中小企業者（業種別）  

主たる事業として営んでいる業種  資本金  従業員  

製造業、建設業、運輸業、ソフトウェア業、情報処 理サービス業、及びその他の業種    ３億円以下    300 人以下    

卸売業    １億円以下    100 人以下    

サービス業  ５千万円以下    100 人以下    

小売業  ５千万円以下      50 人以下    

※ ２   みなし大企業   ・ 発行済株式の総額又は出資金額の２分の１以上が同一の大企業の所有に属している法人   ・ 発行済株式の総額又は出資金額の３分の２以上が複数の大企業の所有に属している法人   ・ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている法人  

 


